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上場企業の「平均年間給与」動向調査（2025 年度決算） 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに

帰属します。  
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上場企業の「平均年間給与」動向調査（2025 年度決算） 
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2025 年度決算期（2025 年 4 月-26 年 3 月期）の上場約 3700 社における平均年間給与

（平均年収、26 年 6 月 30 日までに提出された有価証券報告書に基づく）は 6９２.6 万円だっ

た。5 年連続で前年度を上回り、データのある 2003 年度決算以降で最高を更新した。前年度

（2024 年度）の 671.1 万円に比べて 21.5 万円・3.2％増、月換算で約 1.8 万円の増加とな

り、増加額・伸び率ともに過去最高となった。中央値は 661.6 万円だった。  

 

株式会社帝国データバンクは、2025 年度決算期（2025 年 4 月-2026 年 3 月期）を迎えた上場企業のうち、有価証券報告書

に「平均年間給与・従業員平均年齢・勤続年数」の記載がある企業を対象に調査を行った。  

持ち株会社などの業態、社員数などで対象を限定していない。業種分類は金融庁の定めに準じた。 
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上場企業の「平均年間給与」動向調査（2025 年度決算） 

「上場企業」25 年度平均給与は 692.6 万円、過去最高 

 2025 年度決算期（2025 年 4 月-26 年 3 月期）の上場約 3700 社における平均年間給与（平均年収、

26 年 6 月 30 日までに提出された有価証券報告書に基づく）は 6９２.6 万円だった。5 年連続で前年度を

上回り、データのある 2003 年度決算以降で最高を更新した。前年度（2024 年度）の 671.1 万円に比べ

て 21.5 万円・3.2％増、月換算で約 1.8 万円の増加となり、増加額・伸び率ともに過去最高となった。中央

値は 661.6 万円だった。 

 

 2024－25 年度の増減を比較すると、前年度から平均年間給与が「増加」した上場企業の割合は

76.8％に上り、前年を上回り最高水準となった。増加率でみると「（2.5％以上）5％未満」が最も多く、全

上場企業の 25.2％を占めたほか、「（5％以上）10％未満」が約 2 割、「10％以上」も約 1 割を占めた。こ

の結果、厚生労働省の調査（「2025 年民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況」）に基づく 2025 年の平

均賃上げ率（妥結額ベース）5.52％を上回る上場企業は 952 社・25.9％を占めた。上場企業では、直近

決算が減益や赤字で賃上げ原資が増えない状況でも、人手不足による採用競争の激化を背景に、新卒新

入社員の給与を引き上げる「初任給インフレ」が既存社員の給与テーブルにも反映される形で、平均給与額

を強く押し上げる要因となった。 

上場企業の「平均給与」動向  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均年収「１千万円」超え、最多の 235 社 

 平均給与別にみると、最も多いのは平均給与「600 万円台（600～699 万円）」で、939 社・25.6％を

占めた。次いで、「500 万円台」（850 社・23.1％）、「７００万円台」（677 社・18.4％）と続いた。なお、高

収入の目安となる「1000 万円以上」は 235 社・6.4％となり、社数ベースでは初めて 200 社を超え、過

去最多となった。また、上場以降で初めて平均給与が１千万円を超えた企業は 51 社（2025 年度内の新規

上場を含む）。 

上場企業の「平均年間給与額（年収）」推移  平均年間給与額の前年度比 割合 

（2021 年度以降）  
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[注] 有価証券報告書に「平均年間給与」の記載がある上場企業が対象
（6月30日提出時点）
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上場企業の「平均年間給与」動向調査（2025 年度決算） 

 一方で、平均給与額「500 万円未満」は 430 社・11.7％を含め、全上場企業のうち「500 万円台以下」

の合計は 34.8％を占めた。500 万円台以下の割合は前年度から低下傾向が続くものの、上場企業の中

でも賃上げで平均を大きく上回る水準を維持する企業と、低収益を背景に賃上げしたくてもできない企業と

の二極化が拡大している。 

 

業種別：製造業平均、初の平均 700 万円台 
 産業別にみると、全産業において 2003 年度以降の集計分で過去最高額を更新した。このうち、上場する

製造業で平均 702.6 万円（前年度 681.7 万円、+20.9 万円・3.1％増）となり、初めて平均 700 万円

台を超えた。また、非製造業は平均 686.8 万円（前年度 665 万円、+21.8 万円・3.3％増）となった。サ

ービス業を中心に、非製造業で平均給与が大幅に上昇した。 

 

 最も平均年間給与が高い業界は、外内航海運を中心とした「海運業」（１１２０.1 万円）で、全業界で唯一、

1000 万円を超えた。海運業では、2025 年度に大手の日本郵船や商船三井が高水準のベースアップを実

施したことで話題となった。海運各社では、好業績を背景に人材確保や物価高に対応した賃金の改善を続

けており、全産業でも特に平均給与額の上昇ペースが高い。以下、「証券、商品先物取引業」（962.1 万円）、

「保険業」（936 万円）、「鉱業」（911.7 万円）と続き、上位の業種ではいずれも好業績を背景に賃上げを実

施した企業が目立った。 

 前年度から最も伸び率が高かった産業は「ゴム製品（製造）」で、13.2％増の 695.6 万円だった。製造業

全体の平均とほぼ同水準にあるものの、化学産業など給与額がより高い他産業への人材流出などを防ぐ目

的で、大手を中心に給与額の引き上げなど人材への投資を積極的に進める動きが反映された。 

平均給与レンジ  /  産業別の平均給与動向  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市場別：東証プライムの平均、800 万円台目前に迫る 

 上場市場別にみると、最も平均年間給与が高かったのは「東証プライム（PRM、市場）」上場企業で、平均

793.2 万円だった。前年度から 3.9％・29.9 万円増加し、増加率・金額の伸びともに全市場で最高だっ

た。今年度も大幅な賃上げペースが続いており、2026 年度決算では全市場で初めてとなる平均給与額

202５年度 平均給与レンジ 産業別の平均給与動向  
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2025年度2024年度平均給与額 上位

11,201 10,523 海運業1

9,621 9,347 証券、商品先物取引業2

9,360 8,790 保険業3

9,117 8,580 鉱業4

8,740 8,216 石油・石炭製品5

[注] 有価証券報告書に「平均年間給与」の記載がある上場企業が対象
産業区分は金融庁の定義に基づく

単位：千円
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+6.4%8,740 石油・石炭製品4
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単位：千円
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上場企業の「平均年間給与」動向調査（2025 年度決算） 

800 万円台に到達する可能性が高い。次いで高かったのは「東証グロース（GRT）」の 648 万円、「東証

スタンダード（STD）」は 615.6 万円と、東証全市場で平均年収が初めて 600 万円を超えた。 

上場市場別  平均給与額  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

賃上げの陰で進む「黒字リストラ」、                

「世代間格差」生まない賃上げ設計が必要な局面に 

 多方面で表面化した人手不足への対応などを背景に、上場企業でも賃上げによって人材を確保する動き

が進んできた。2025 年度における上場企業の給与水準は年間平均 692.6 万円となり、過去 20 年間で

最高額を更新した。また、東証プライム上場の平均では 800 万円に到達する勢いで、2026 年度決算では

全上場企業の平均が初めて 700 万円台に到達する可能性もある。 

 2026 年度も引き続き、物価高のほか、人材確保を目的に初任給など給与テーブルを大幅に引き上げる

事例が目立つ。帝国データバンクの調査では、2026 年 4 月入社の新卒社員に支給する初任給を前年度

から引き上げる企業は 67.5％となり、前回調査（2025 年度、71.0％）からはやや低下したものの、依然

として 7 割近くに達した。また、初任給を引き上げる平均額は前年度比 348 円増の 9462 円と、引き上げ

額も増加した 1。。バブル崩壊以降、長期間にわたり続いた「デフレ経済」からの脱却の象徴として捉えられる

半面、成長産業やグローバル展開による利益で賃上げ原資を確保する企業と、原材料高の転嫁や低収益の

中でも人材の確保・採用を目的とした防衛的な賃上げが限界に近付きつつある企業の二極化も進んでいる。  

 

 また、若手の初任給やベースアップが破格のペースで引き上げられる一方、2024 年度以降に本格的に

目立つようになった 40～50 代以上を対象とする「黒字リストラ」など、上場企業でもシニア・ミドル世代が

総人件費の調整対象となるケースが頻発し、恩恵を受ける若手と、しわ寄せを受ける中堅社員や管理職と

いった構図も生まれている。平均給与額の「見栄え」や初任給の高さを競うフェーズから、賃上げの恩恵が

薄れがちな中堅・管理職層も含めた「評価・報酬制度の再設計」の必要性が問われる局面に来ている。 

 

1 「初任給に関する企業の動向アンケート（2026 年度）」（2026 年２月１８日） 

上場市場別 平均年間給与額推移  前年度からの伸び率 上位  
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[注1] 「札証」「名証」「福証」の各市場は、それぞれ「単独上場」企業が対象
[注2] 「札証」はアンビシャスを含む

「名証」は名証プレミア市場・同メイン市場・同ネクスト市場の合計
（2021年度以前はセントレックスを含む合計）。「福証」はQ-Boardを含む。

東証PRM

793.2万円

市場区分別
（決算年度当時の市場区分）

旧東証1部

（平均年収：千円）

東証ＧＲＴ

648.0万円

札証

520.5万円

旧東証ジャスダック

旧東証マザーズ

旧東証2部

東証STD

615.6万円

福証

541.5万円

名証

611.8万円

前年度比
2025年度
平均給与各市場別

+3.9%7,932東証PRM（プライム）1

+3.0%6,480東証GRT（グロース）2

+3.0%6,156東証STD（スタンダード）2

+2.4%5,415福証4

+2.4%5,205札証4

±0.0%6,118名証６

単位：千円


